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以 上 

 

本メルマガは山下税理士に日常業務の中から「間違いやすい・見落としがちな」税務のチェックポイントをＱ&Ａ形式で

ご寄稿頂いたものになります。ぜひご参考になさってください。 

『質問』 

吸収合併の場合の被合併法人における役員退職給与の税務上の取扱いについて 

 

≪内容≫ 

関与先の甲社とＡ社において、このたび100パーセント子会社のＡ社を吸収合併することとなりまし

たが、Ａ社の役員10名のうち5名は合併を機に退職し、他の5名は甲社の役員に就任する予定です。こ

の場合、これらの5名の役員の退職金については、すべて被合併法人であるＡ社において支給すること

になるのですか。 

 

『答』 

１ 合併に際し退職したＡ社の役員 5 名に支給する退職給与の額が合併承認総会等において確定さ

れない場合において、Ａ社が退職給与として支給すべき金額を合理的に計算し、合併の日の前日の

属する事業年度において未払金として損金経理したときは、損金算入が認められます。 

２ また、Ａ社の役員のから甲社の合併法人の役員となった他の 5 名に対し、合併により支給する 

退職給与がある場合も上記の損金算入が準用されます。 

３ さらに、Ａ社における見積額と甲社において具体的に確定し支給された金額との差額については、

具体的に確定した日を含む事業年度の合併法人である甲社の損益に算入すべきものと考えられま

す。 

 

（解説） 

１ 合併に際して退職した被合併法人のＡ社の5名の役員に対して支給する退職給与の税務上の取扱

いについては、その退職給与の額が合併の日の前日までに具体的に確定されない場合でも、被合併法

人の合併の日の前日の属する事業年度、すなわち最後事業年度の末日までに確定しない退職役員に対

する退職給与をその最後事業年度の損金とすることについては、費用の債務確定性との関連において

問題なしとはしないが、合併の性質上、被合併法人の役員に対する退職給与は、被合併法人において

負担する方が適当であると考えられることから、合理的に見積計上すべきことが妥当と考えられます。 

このような考え方から、法人税基本通達９－２－３３において、「合併に際し退職した当該合併に

係る被合併法人の役員に支給する退職給与の額が合併承認総会等において確定されない場合におい

て、被合併法人が退職給与として支給すべき金額を合理的に計算し、合併の日の前日の属する事業年 
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度において未払金として損金経理したときは、これを認める。」との取扱いが示されています。 

２ また、ご質問のケースにおいて、引き続き甲社の役員に就任予定の5名についても、合併を機に退

職金を支給する場合には、この取扱いが適用されます。すなわち、法人税基本通達9－2－34におい

て「9－2－33は、被合併法人の役員であると同時に合併法人の役員を兼ねている者又は被合併法人

の役員から合併法人の役員となった者に対し、合併により支給する退職給与について準用する。」と

規定されています。これは合併法人の役員であると同時に合併法人の役員を兼ねている者又は被合併

法人の役員から合併法人の役員となった者に対する退職給与についても、合併により退職給与を支給

することは、その打切支給について合理的理由があると認められと考えられたことによります。 

３ さらに、Ａ社における見積額と甲社において具体的に確定し支給された金額との差額については、

具体的に確定した日を含む事業年度の合併法人である甲社の損益に算入すべきものと考えられます。 

４ なお、この取扱いは、合併に際して被合併法人の役員に支給する退職給与を被合併法人において合

理的に計算のうえ未払計上することが前提となっておりますので、合理的に見積もることができない

場合には、合併法人においてその額が具体的に確定した日の属する事業年度の損金として経理するこ

とができるものと考えられます。 
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